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わが国の日本語教育機関(日 本語学校 ・専門学校日本語科等)に 在籍する就学生等の数は、平
成8年 度(以 下各年度は7月1日 現在、財団法人 日本語教育振興協会調べ)に は11224人 であっ
たが平成19年 度には31,663人 に増加 している。一方、財団法人日本語教育振興協会の維持会員
である日本語教育機関は、全国で平成8年 度に287、 平成19年 度には383機 関にのぼる。
「就学」の在留資格による国籍別外国人登録者数は、中国人が最 も多 く、在留資格別新規入国者
総数28147人 の内、15,915人 となっている(法 務省 「入国管理」平成17年 度)。




(2007)、 岡・深田(1995)な どに見られる。葛(2007)は 、中国人留学生の異文化適応に関して、
それに影響を与える個人属性を検討 し、 日本語能力、専攻、奨学金の3つ が言語的コミュニケー
シ ョンおよび対 日感情 と、さらに子 どもの有無、年齢、滞 日期間が言語的コミュニケーションに










本語教育振興協会、2007)。全国の日本語教育機関数383(平 成19年 度)の およそ3%に 当たる。
白本語教育機関組織は、次のように設置形態が さまざまである。
　また、名古屋市に居住する就学生ならではの特徴は、志望大学に自動車関連の高等教育機関(自




とんどない。2008(平成20)年7月 現在、名古屋市の日本語学校11校 に在籍する就学生は905人 で、







名古屋市内の日本語学校で学ぶ中国人就学生62人(19歳 ～27歳)に 対 して日本語で聞 き
取 り調査を実施 した。実際に面接 して質問をする方法 をとった。62人 全員が 日本の大学(あ





使用言語は日本語で、実施期間は2007年9月 か ら2008年9月 にかけての13カ 月間である。
調査対象者は11の 日本語学校(財 団法人日本語教育振興協会認定校)か らの任意抽出で、調





お よそ2人 に1人 は、「聴解」の授業を難しいと感 じている。滞日期間に関わらず、中国人就
学生が最 も難 しい と感 じているのが 「聴解」の授業(滞 日1年 の学生の場合は、「聴解」 と回答
したのは、「作文」と同じ6人)で あることがわかった。これは参与観察か ら推察 していたこと
であったが、本調査によって実証された。
3〈 日本語学校で学ぶ目的は何ですか?〉












就学生は、連日連夜のアルバイ トと日本語学校授業の両立とで疲労が慢性的に蓄積 してお り、
「寝るときが最も心の安定を得られる」と回答している。
進学に際 しての聞き取 りから











て大学を卒業 してか ら来 日し、日本語学校に入学する学生が、上の表のように16%を 越えている。
6人 に1人 は大学卒の学歴を有 し、短期大学卒を含めると25.7%を 占め、4人 に1人 は短大以上
の教育歴がある。高学歴学生の入学数は1昨 年 より昨年の方が増加 してお り、さらに昨年より今

















・ 何度もアルバイ トに応募 したが、日本語ができないという理由ですべて断 られた。
1来日して1年
・ ことばがわからなくて、相手の言うことが理解できない。













・ 食料品、家賃が高 くて生活が苦 しい。
1来日して1年 半
・ 大学に進学できたとしても4年 間授業料が払えるか、 とても心配。
・ アルバイ トを一生懸命 しているが、自分のほしいものが何 も買えない。
(アルバイ トは、居酒屋厨房 ・レス トラン皿洗い、ビル清掃など単純労働 ・ブルー力ラー
の仕事が多い。また2年 の就学期間内に同じ職場で長 く働 くことは少なく、職場を複数回
変わるのが特徴である。)
3.日 本語学習の課題
就学生への聞き取 り調査か ら得 られた知見に基づき、今後の望ましい教育方法について、これ
までに提案されてきた指導法か らの考察を試みたい。
3-1,聴 解に必要な現場臨場感
一連の調査か ら、学習面でわかったことは、2年 間の就学生活の中で、来 日してまもない日本
語学習時間が短い学生は 「文法」が一番簡単 と答え、来 日後1年 以上経過 した日本語学習時間が
長い学生 は、「会話」が一番簡単 と答えている。また一番難 しい学習項 目は、来日後まもない学
生 も来 日後1年 以上経過 した学生 も 「聴解」 と答えていることである。ただし、 これには当然な
が ら、教師の力量が影響 していることも考慮に入れなければならない。
それでは、 どのように 「聴解」を指導 したらよいのだろうか。就学生にとって 「聴解」が どう








間に62拍(他 の要因を考慮 しなければ1分 あた り372拍)、 日本語能力試験1級 聴解問題のCD
から流れる男性の話す速度は27秒 間に202拍(同 、1分 あたり449拍)で あった。柴田(2007)は 、
NHK夜7時 のニュースにおいて男性アナウンサーの話す速度が1分 あたり390～470拍 程度で
あ り、 日本語能力試験3～4級 の学習者ではついていけないと述べている(柴 田、2007、40)。
このことからもわかるように、日本語学校在籍就学生は日本語能力試験3～4級 程度のため、日
本語能力試験聴解問題における話の速度にはついていけないのである。一方、日本留学試験では
「聴解」と 「聴読解」に重点が置かれ、学習者がいかに早 く情報を読み取 るかを問うている。 こ




楽しくないからやる気が起 こらないし、能力が向上 しない」 と多数の学生が回答 している。
このように 「聴解」能力が向上しないのは、①勉強方法がわからないから②楽 しくないからと
いう理由で、大半の学生が日本語学校の授業以外には学習 していないことが確認された。
日本語教育学会が行った調査(日 本語教育学会編、1991)で は、 日本語能力中 ・上級段階にお
ける聴解指導で、日本語教育機関がニュースや講演などのCDや テープを教材 として使用 し、「概
略の聞き取 りや特定の情報に注 目して聞く」ことに重点を置 き、語彙 ・文型 ・文法要素に注目し
て聞くことは少ないことが明らかにされている。これらの聴解教材は学習者が不明な部分を何回
も聞いたり、自分のペースで聞くことができない。また一方的に情報が流れてくるため、言語知
識を与える指導ではなく、聴解技術 を向上 させる指導がなされている(日 本語教育学会編(1991)
235)。 この日本語教育学会調査 を踏まえて、同会は聴解指導について次のような提案をしている。
次 に、聴 解 力 を上 げ る7つ の 「聴 解 ス トラテ ジー」 川 口他(2003)を 紹 介 し よ う。
この よ う なス トラテ ジー を意 識 す る練 習 を通 して 、 自然 に そ れ らの ス トラテ ジー が使 え る よ う










れる能動的 ・積極的な再構築活動というふうにとらえられる(松 崎寛(2007)19)。 それゆえ、
語彙力や文法力がつき、知識 も増えないことには聴解能力を身につけることは容易ではないので
ある。 しか し、わからない部分の日本語を推測 して判断 し、概要がわかることも多い。音自体が
聞き取れなくても、文法や語彙の知識、文脈などによって、正しい意味を類推できる場合が多い(金
子(1998)55)か らである。聞き取 りを助けるものは、文法の知識、語彙の知識、意味論的文脈、
専門的知識、教養的知識である(金 子(1998)55-58)。 このことに留意しなが ら、教師は指導を
あせ らず、学習者に諸知識を身につけさせる指導が必要であろう。文法力や語彙力を聞き取 りに
反映させる方法として、聞き取 りに くい音を含む新出語彙の書 き取 り練習や新出文型の定着確認
のための文 レベルの書き取 り練習が効果的(金 子(1998)59)で あるか ら、まずこうした指導か
ら始め、文法 ・語彙力を伸長させたい。
学習者が 「聴 く」ことを困難にさせるものに、「学習者の母語の音体系の干渉」がある(前 掲書、
・54)。たとえば、韓国の学生は 「き」と 「ぎ」を聴き分けることが困難であるのは、韓国語が 「き」
と 「ぎ」の子音を区別していないからである。このような場合は効果的に聴き取る能力をつける


















慮 しなければならない。 また行政の役割 として 「就学生」が満足できる日本語教育を受けられる
ように、「出席率」ばか りではな く、日本語学校 ・日本語教師 ・授業内容 ・教材等の 「教育」分
野に深い関心 を寄せることが重要である。
「就学生」に対 してわが国は 「留学生」にあるような奨学金制度 ・経済的支援も乏 しかったが、
2008年3月19日 、日本政府は 「留学生」と「就学生」との待遇差を是正する方向で調整 し始めた。
留学生 と就学生の間には在留期間(就 学生は6カ 月ごとの在留資格更新が必要)や アルバイ ト時
間など待遇差が大 きかったが、諸外国と同様に両学生制度を一本化する方向で検討に入った。
国際化の次世代を担 う就学生へのサポー ト体制の脆弱 さを改善し、 日本語教育施策の充実へ と方
針を転回することで、就学生が安心 して学び、暮 らせる日本社会へと繋がることが期待 される。
本 来 は 、 国 レベ ル で 日本 語 学校 をつ く り、 寮 を用 意 し、 ア ル バ イ トを斡 旋 し奨 学 金 制 度 を設 け て
受 け 入 れ るべ き(阿 部(1996)29)だ か らで あ る。 そ して、授 業 の構 築 に当 た って は 、就 学 生 を 「生
活 者 」 と して の外 国 人 とい う視 点 か ら、 か れ ら に生 活 の 現 実 感 を もた せ られ る 「聴 解 」 指 導 に取
り組 まな け れ ば な らな い 。 本 稿 で は中 国 人 就 学 生 に限 って 述 べ て きた が 、 留 学生 や研 修 生 ・外 国
人 全 般 の 日本社 会 へ の 受 け 入 れ とい うマ ク ロ レベ ルの 視 点 か らの 検 討 、、名 古屋 以外 の 地域 に居 住
す る就 学 生 との 比 較 検 討 な どが 今 後 の 課 題 で あ る。 ま た近 年 イ ン ドネ シ アか ら介 護福 祉 士 ・看 護
士 候 補 生 の 受 け入 れ をめ ぐる動 き も活 発 化 して い る。 将 来 、 介 護 ・福 祉 ・医 療 を外 国 人 が 担 う こ
と も視 野 に入 れ 、 多 様 な 日本 語 教 育 の あ り方 を考 え な くて は な らない 。
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